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２２－－１１－－１１２２  食食料料・・農農業業・・農農村村基基本本計計画画   
 

 この計画は、食料・農業・農村基本法（平成 11 年法律第 106 号）に基づき、令和 2 年３月

に、計画期間を概ね 10 年（5 年毎に見直し）として閣議決定されたものである。森林政策との

直接的関連性は見られないが、農山村、農家経営等、森林経営管理の観点から関連性が高

いと考えられる。 

図表２－１－３８は、基本計画の概要を農林水産省 HP より引用掲載したものである。 

図表２－１－３８ 食料・農業・農村基本計画の概要 

 

２２－－１１－－１１３３  みみどどりりのの食食料料シシスステテムム戦戦略略   
 

農林水産省は、平成 3 年 5 月、食料・農林水産業の生産力向上と持続性の両立をイノベ

ーションで実現するために、下記のような趣旨により「みどりの食料システム戦略」を策定した。 

「我 が国 の食 料 ・農 林 水 産 業 は、大 規 模 自 然 災 害 ・地 球 温 暖 化 、生 産 者 の減 少 等 の生 産

基盤の脆弱化・地域コミュニティの衰退、新型コロナを契機とした生産・消費の変化などの政策

課題に直面しており、将来にわたって食料の安定供給を図るためには、災害や温暖化に強く、

生産者の減 少やポストコロナも見据 えた農林水 産行政を推 進していく必要があります。 このよ

うな中、健康な食生活や持続的な生産・消費の活発化や ESG 投資市場の拡大に加え、諸外

国でも環境や健康に関する戦略を策定するなどの動きが見られます。今後、このような SDGs や

環 境 を重 視 する国 内 外 の動 きが加 速 していくと見 込 まれる中 、我 が国 の食 料 ・農 林 水 産 業 に

おいてもこれらに的確に対応し、持続可能な食料システムを構築することが急務となっています。 
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このため、農林水産省では、食料・農林水産業の生産力向上と持続性の両立をイノベーション

で実現する「みどりの食料システム戦略」を策定しました。」（農林水産省 HP より） 

 

「みどりの食料システム戦略」の策定に続いて、令和 4 年 4 月 22 日に環境と調和のとれた食

料システムの確立のための環境負荷低減事業活動の促進等に関する法律（みどりの食料シス

テム法）が成立し、5 月 2 日に公布され、7 月 1 日に施行された。 

 

「みどりの食料システム戦略」は、食料・農業だけではなく、林業における環境負荷の低減や

エリートツリー、木材利用等も含めた農林水産業全体の戦略となっている。 

図表２－１－３９は、「みどりの食料システム戦略」の概要を農林水産省 HP より引用掲載した

ものであり、図表２－１－４０は、その具体的な取組内容を示したものである。 

図表２－１－３９ 「みどりの食料システム戦略」の概要 
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図表２－１－４０ 「みどりの食料システム戦略」の具体的な取組 

 

「みどりの食料システム戦略」では、図表２－１－４１のように数値目標（KPI）が示されている。

林業関連では、林業機械の脱炭素化、エリートツリー等の苗木の活用、高層木造技術の確立

等が挙げられている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



61 

 

図表２－１－４１ 「みどりの食料システム戦略」の KPI 
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２２－－１１－－１１４４  第第３３次次ババイイオオママスス活活用用推推進進基基本本計計画画のの概概要要   
 

バイオマス活用推進基本法（平成 21 年法律第 52 号）第 20 条第５項の規定に基づき、バイ

オマス活用推進基本計画（平成 28 年９月 16 日閣議決定）の全部を変更改定する第３次バイ

オマス活用推進基本計画が令和４年９月に閣議決定された。 

我 が国 のバイオマスは、比 較 的 豊 富 に存 在 しているが、農 林 漁 業 等 の残 渣 等 のバイオマス

は「広く薄く」存在していることから、発生から利 用までの効率化が必須 である。この計画は、バ

イオマス利用の効率化を進めるための総合的な活用システムの構築を目指したものである。 

図表２－１－４２は、第３次バイオマス活用推進基本計画の概要について農林水産省 HP よ

り引用したものである。 

図表２－１－４２ 第３次バイオマス活用推進基本計画の概要 

 

図表２－１－４３は、２０３０年度におけるバイオマスの利用目標を示したものである。このうち、

森 林・林 業・木 材 産 業 等 に係わるのは、黒 液、紙（以 上 、紙パルプ産 業）、製 材 工 場 残 材 、建

設発生木材、林地残材である。このうち林地残材の利用率が２９％となっている。林地残材は、

林地の栄養分としても重要であるが、発電の燃料材としての利用が近年多くなっていることが利

用 率 を高 くしている要 因 であると分 析 している。いずれにしてもこういった需 要 拡 大 以 外 にも新

たな用途開発等を進め、２０３０年には３３％以上に利用を拡大するとしている。 
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図表２－１－４３ バイオマス利用量の目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


